
（公社）中央畜産会 資金・経営対策部

ご存じですか？
機械設備を導入する場合は法人税および
固定資産税の優遇制度をご活用ください！

現在、畜産農家には畜産クラスター事業等で大変多くの機械設備が導入され、畜産経営の
近代化が進められていますが、中小企業庁の２つの法律によって、法人税・所得税と固定資
産税が減税となる制度があることをご存じでしょうか？畜産農家の方々や、畜産クラスター
協議会等農業関係の皆さまには、耳慣れない制度で、あまりご存じなかったのではないかと
思います。今回はこの税制優遇制度について説明します。

２つの法律制度による税制優遇措置とは

まず、税制優遇措置が受けられる２つの法律を紹介します。
１） １つは「中小企業等経営強化法」（平成１１年法律第１８号）に基づく法人税・所得税の優遇

措置で、もう１つは「生産性向上特別措置法」（平成３０年法律第２５号）に基づく固定資産税
の優遇措置です。税制優遇措置の内容は図１の通りです。

２） 図１にある一括償却とは、設備を取得した年に取得価額全額を経費として損金算入できる
制度で、経費を多く計上することにより課税所得が低くなり、減税されます。また、税額控
除とは、取得価額の１０％が法人税から差し引かれるというものです。税額控除の限度額は、
その年の法人税負担額の２０％が上限となりますが、この控除額が法人税負担額の２０％を上回
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（図１）税制優遇措置の内容

（図２）３０００万円の機械設備を導入したときの税制優遇措置による減税効果

る場合は、控除しきれなかった金額を次年度に限り繰り越すことができます。
どちらを選択するかは経営判断であり、税理士等とご相談ください。なお、リースの場合

も対象となりますが、この場合は税額控除のみとなります。

〇中小企業等経営強化法
法人税・所得税の特例 ⇒ 機械設備取得価額の一括償却

または取得価額の１０％の税額控除（※）
※資本金３０００万円超～１億円以下の法人は７％

〇生産性向上特別措置法
固定資産税の軽減 ⇒ ほとんどの市町村で３年間固定資産税がゼロ

３） 一方、生産性向上特別措置法の固定資産税の優遇措置は、市町村の判断で２分の１～ゼロ
の範囲で、固定資産税の軽減率を定めることとなっています。２０１９年５月末段階で、１６２５市
区町村が固定資産税を３年間ゼロとしています。これは全国１７４１市区町村の約９３％に該当し
ます。
固定資産税は、リースで機械設備を導入する場合も対象となります。通常、リースの場合

には、固定資産税はリース会社が負担し、その分が畜産農家のリース料に上乗せされること
になりますが、リース会社が固定資産税を３年間ゼロとなる優遇措置を受けると、リース料
には上乗せされません。

税制優遇措置による減税メリット

この２つの税制優遇措置による減税効果を、３０００万円の機械設備を導入した場合の例で挙げる
と図２の通りです。

例えば３０００万円の機械装置を購入設置しようとした場合
（耐用年数１０年、資本金３０００万円、税額控除額は取得価額の１０％、または法人
税額の２０％のいずれか低い額とする）

①１０％の税額控除により
⇒最大３００万円を法人税から控除…「中小企業等経営強化法」

②固定資産税の軽減により（３年間、ゼロの場合）
最大３９１万２０００円
の減税

⇒３年間で９１万２０００円の減税効果…「生産性向上特別措置法」
※赤字の企業もご利用いただけます。

このように３０００万円の機械設備の場合では、約４００万円と取得価額の約１３％以上の減税になり
ます。特に酪農の搾乳ロボットや自動給餌機など、１億円を超える施設整備を行うケースもあ
り、この場合の減税効果は１０００万円を上回る大きな減税となります。
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対象となるものの用途・細目 備 考
１ 食料品製造業用設備 １ 食肉または食鳥処理加工設備

２ 鶏卵処理加工またはマヨネーズ製造設備

３ 市乳処理設備および発酵乳、乳酸菌飲料その他の
乳製品製造設備（集乳設備を含む）

２ 飲料、たばこ、または飼料製
造業用設備

３４ 発酵飼料または酵母飼料製造設備
３５ その他の飼料製造設備
８５ 肥料製造設備

３ 農業用設備（注） 畜産用設備、ならびに畜産飼料生産設備
（注） 農業用設備については、トラクター、コンバイン、ボイラー、自動給餌機、ふん尿散布機、自動給餌機など

ほぼ全ての機械が対象となりますので、詳細は中央畜産会ホームページをご覧ください

税制優遇措置の対象となる設備（機械装置の場合）

機械装置の場合は、最低価額が１６０万円以上で、かつ、そのタイプの機械が販売されてから１０
年以内のものであれば税制優遇の対象となります。

（表１）税制優遇措置の対象となる設備

優遇措置を受けるための手続きについて

この２つの税制優遇措置を受けるには、これらの制度に基づく計画を策定し、中小企業等経営
強化法については地方農政局、生産性向上特別措置法については市町村から計画の認定を受ける
必要があります。
〇中小企業等経営強化法
①「経営力向上計画」を策定し、国に提出して認定を受ける。

申請先 ⇒ 地方農政局、北海道農政事務所、沖縄総合事務局
【申請時期】 設備取得前が原則。特例として設備取得後６０日以内。

②機械設備の能力を示す「生産性向上要件証明書」（注）を計画申請時に添付する。
取得先 機械設備メーカーが中央畜産会に申請し取得します。
（注） 「生産性向上要件証明書」とは、（ⅰ）一定期間内に販売されたモデルかどうか、（ⅱ）旧モデルと比

較して生産性が年平均１％以上向上する設備かどうかを、中央畜産会が認証した証明書

〇生産性向上特別措置法
①「先端設備等導入計画」を策定し、市町村に申請して認定を受ける。

申請先 ⇒ 新たに導入する機械設備が所在する市町村
【申請時期】 設備取得前が原則。設備取得後の申請は不可。
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約2週間程度
（審査・事務処理）

約1ヵ月程度
（市町村、地方農政局の事務処理）
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②機械設備の能力を示す「生産性向上要件証明書」を計画申請時に添付する。
取得先 機械設備メーカーが中央畜産会に申請し取得します。

（証明書が間に合わない場合は、翌年の１月１日までに追加提出で可）

③先端的な機械設備を導入することにより、労働生産性が３％以上向上する計画に対し、妥当か
どうかの「事前確認書」を計画申請時に添付する。

取得先 税理士、商工会議所、商工会、金融機関等の「認定経営革新等支援機関」
が発行します。

④リース料から固定資産税分を減額する場合は、「リース見積もり書・軽減額計算書」を計画申
請時に添付する。
取得先 リース会社が（公社）リース事業協会に申請し取得。

税制優遇措置を受けるための留意点

１） 中小企業等経営強化法と生産性向上特別措置法による税制優遇措置を受けるためには、法
律に基づく計画を策定し、原則として機械設備の納入前に認定を受けておく必要がありま
す。計画を審査する地方農政局や市町村の事務処理期間や、必要書類の取得期間等を考慮す
ると、機械設備が完成する約３ヵ月前から計画策定の準備を行う必要があります。

２） 計画策定を開始することと並行して書類を準備する必要があるので、機械設備の完成前の、
約２ヵ月前には、「生産性向上要件証明書」や「固定資産税軽減計算書」、「先端設備等導入
計画に関する確認書」等の添付書類の準備を始めることが必要です。
そして、計画の認定を受けるためには、市町村、地方農政局の事務処理期間が約１ヵ月間

であることから、遅くとも機械設備が完成する約１ヵ月前には計画申請が必要です。
３） こうした手続きを円滑に行うためには、計画を申請する畜産農家等が、機械メーカーや販

売会社、リース会社および税理士等の認定支援機関と十分連絡を取って、計画策定や必要書
類の準備等を進めることが重要です。

ご不明な点等がありましたら、中央畜産会（担当）までお問い合わせください。

（図３）優遇措置を受けるための手続きイメージ

問い合わせ先
経営支援部（支援・調査）
担 当：前原
T E L：０３―６２０６―０８４３ F A X：０３―５２８９―０８９０
MAIL：shien@sec.lin.gr.jp
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（GPE-弱毒生ワクチン）

緊急特報緊急特報緊急特報緊急特報

KMバイオロジクス㈱ 津 田 知 幸
清浄国における豚コレラワクチン

はじめに

平成３０年９月、わが国では２６年ぶりとなる

豚コレラが岐阜県で発生した。９月９日に飼

養豚での発生が初めて確認されて以降、本年

７月１５日までにイノシシ飼育場を含む養豚場

での発生は、岐阜県と愛知県で計３１件にのぼ

り、関連農場を含めると長野県、滋賀県およ

び大阪府を含む６５農場および３と畜場で合計

１２万２０９０頭が処分された。

一方、同年９月１３日には、岐阜県の豚コレ

ラが確認された地域で死亡していた野生イノ

シシが、豚コレラウイルスに感染していたこ

とが判明した。その後、捕獲したあるいは死

亡した野生イノシシの検査を進めたところ、

相次いで感染イノシシが確認され、その地域

も岐阜県から愛知県、さらに近隣県に徐々に

拡大している。

過去に日本で発生した豚コレラは、そのほ

とんどが急性経過をたどって高い致死率を示

したのに対して、今回の発生は発熱、食欲不

振、流産、白血球減少等の症状は見られる

が、死亡の急増が目立たないなど、ウイルス

の病原性が以前のものに比較して低いと考え

（図１） 豚コレラのワクチン接種率と発生状況

2019.8.20 No.357 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

５



られる。今回、日本が直面した新たな豚コレ

ラの脅威に対して、過去の豚コレラ撲滅に絶

大な効果を発揮したワクチンが活用できるか

について考察する。

豚コレラの歴史

わが国の豚コレラの歴史は古く、１８８８年に

米国から導入した種豚での発生が初発とされ

ている。その後、豚コレラは全国に拡散し、

産業振興にも大きな障害となったため、予防

法の開発が精力的に進められた。１９６９年に実

用化されたGPE－弱毒生ワクチンは絶大な

効果を発揮し、図１に示すように本ワクチン

の使用によって発生は激減し、１９９２年の発生

を最後にわが国での豚コレラは終息した。

そこで、１９９６年には豚コレラ清浄化５ヵ年

計画が策定され、ウイルスサーベイランスと

ワクチンの段階的接種中止による清浄化が推

進された。この清浄化計画は、ステークホル

ダーの同意を得ながら進められたため、予定

よりは遅れたものの２００６年には豚コレラワク

チンの全面的使用禁止を達成した。

豚コレラ撲滅は米国や英国などの主要先進

国で達成されているが、これらはすべて摘発

淘汰によるものであり、ワクチンのみによる

清浄化に成功したのは日本だけである。さら

に、国際獣疫事務局（OIE）によって豚コレ

ラが清浄国認定疾病に指定されたことによ

り、２０１５年に日本はOIE 清浄国ステータス

を得た。

GPE－弱毒生
ワクチンの特性
GPE－弱毒生ワクチンは上述のようにわが

国の豚コレラ撲滅に大きく貢献したが、その

採用に当たっては、安全性

が高いことや、その安全・

安定性を保障するシード

ロットシステムが導入され

ている点が評価されてい

る。

安 全 性 に つ い て は

GPE－弱毒生ワクチンが病

原性を示さず、臨床症状や

白血球減少、ウイルス血症

を起こさないことに加え

て、同居感染等の接触・水

平感染や胎児感染を起こさ

ないことが確認されてい

る。本ワクチンは１９６９年か

（図２） ワクチン接種豚の抗体保有状況（平成9年度）

※豚コレラ防疫史，全国衛指協・畜技協編（２００９）より
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ら２０００年までの３１年間で約４億頭の豚に使用

されたが、接種事故やクレームは全くないこ

ともその安全性を裏付けるものである。

GPE－弱毒生ワクチンの免疫効果について

は、ワクチン接種３日後から強毒ウイルスの

攻撃に耐過・生存すること、中和抗体はワク

チン接種後１０～１４日後に産生されること、１

回の接種で中和抗体は２年以上持続すること

等の利点が示されている。ワクチンによる免

疫応答は，ワクチン接種時の移行抗体価に左

右されるが、６４倍以下の移行抗体の豚では

１００％免疫が惹起され、それ以上の抗体価の

豚では惹起率が低下するとされる。

ワクチンによる
豚コレラのコントロール
GPE－弱毒生ワクチンは子豚の移行抗体の

持続期間を考慮して、肥育豚では生後３０～４０

日に接種するワクチネーションプログラムが

用いられた。

繁殖豚ではこれに加えて、半年後およびそ

の１年後にそれぞれ１回の追加接種が行われ

た。野外におけるワクチン接種豚群の中和抗

体価の分布をみると、図２のように１２８倍を

ピークに正規分布の形をとるが、感染防御が

成立するとされる１６倍以上の抗体を持つもの

は全体の約８０％である。

抗体価が４～８倍では感染は防御しないも

のの発症は抑えられ、当時の豚コレラが急性

感染で感染豚のほとんどが死亡することを考

えれば、十分な効果を示した。また、群の

６０％以上の豚が免疫を持っていれば流行が抑

えられる群免疫が成立するとされることか

ら、ワクチンによる豚コレラのコントロール

が可能であった。

清浄国における
ワクチンの使用
OIE コードによる豚コレラ清浄国認定は

飼育豚と飼育イノシシを対象としている。豚

コレラ清浄国で豚コレラが発生した場合の清

浄国復帰条件には、緊急ワクチン接種を行っ

た場合には全てのワクチン接種動物の処分完

了後３ヵ月、あるいはワクチン接種動物の処

分を行わなかった場合には、感染動物とワク

チン接種動物を検査で区別できることを条件

として定めている。GPE－弱毒生ワクチンに

は、感染動物とワクチン接種動物を抗体検査

によって血清学的に識別できるマーカーは付

与されていないことから、後者の条件を満た

すことはできない。

ワクチン接種のメリットは、感染あるいは

発病を防止することによる経済的メリットで

あり、過去の豚コレラに対しては死亡が激減

するなど絶大な効果をもたらした。しかし、

今回の発生では死亡等の重篤な症状が少ない

ことから、ワクチンによる予防効果の判断は

難しいことに加えて、感染豚の摘発が難しく

なることが予想される。

GPE－弱毒生ワクチンによる感染防御効果

は１６倍以上の抗体で得られるとされ、今回発

生した豚コレラについてもワクチンが適切に

使用されれば感染防御効果を与えることは可

能であろう。しかし、実際には図２に示した

ように、このレベルの抗体価に達しない豚が

一定数存在することも否定できない。こうし
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た豚では、症状は弱いか示さないもののウイ

ルスに感染して体内にウイルスを保有し、こ

れが食肉処理されればその精肉はウイルスを

含み新たな感染源となる。

感染豚を血清学的に識別する必要性が強調

されるのは、感染豚やその生産物による感染

を防止するためであり、識別ができない場合

にはワクチン接種豚に加えて、その精肉等も

含めたトレーサビリティと隔離が必要にな

る。

おわりに

わが国ではワクチン接種豚と感染豚を血清

学的に識別できるマーカーワクチンは承認さ

れておらず、現在利用可能なワクチンは

GPE－弱毒生ワクチンのみである。しかし、

このワクチンは感染あるいは発病を防止し、

接種豚の８０％以上に集団免疫を与えることで

野外ウイルスを封じ込めるという、コント

ロールの目的には優れた効果を発揮した。し

かし、残りの１０数％の豚では感染を完全に防

ぐことができず、感染豚の識別もできないた

めに野外ウイルスを見逃す余地があるなど、

清浄化の目的には課題が残る。

こうした課題を克服してワクチンを利用す

るためには、ワクチン接種豚とその生産物等

のすべての移動を制限して地域限定で使用す

るか、清浄化をあきらめて予防に主眼を置く

のかについて、ワクチン接種中止時にあった

ようなステークホルダーの十分な理解が必要

と思われる。

（筆者：KMバイオロジクス㈱社長付技術顧問）
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第４８回全国酪農青年女性酪農発表大会開催される
―酪農経営発表の部・最優秀賞は池田雄太さん（鹿児島県）が受賞―

全国酪農青年女性会議（小森崇宏委員長）と全国酪農業協同組合連合会（砂金甚太郎会長）
主催の「第４８回全国酪農青年女性酪農発表大会」が７月１１～１２日、鹿児島市の城山ホテル鹿
児島で開催され、全国から５００余人に及ぶ酪友や酪農関係者が参集した。受賞事例から優れ
た飼養管理・経営管理技術を学ぶ。

同大会では「酪農経営発表」と「酪農意見・

体験発表」の２部門において、北海道・東

北・関東甲信越・中部・西日本・九州の６ブ

ロックの酪農青年女性会議から選抜された各

６事例について発表・審査が行われた。審査

の結果、酪農経営発表の部（農林水産祭参加

行事）では、鹿児島県霧島市の農事組合法人

霧島第一牧場の池田雄太さん、意見・体験発

表の部では山形県高畠町の佐藤純子さんに最

優秀賞が授与された。

以下、酪農経営発表の部の事例について、

審査委員（志賀永一審査委員長・帯広畜産大

学畜産学部教授）が取りまとめた審査講評を

もとに概要を紹介する（発表順）。

○北海道酪農青年女性会議代表・千葉澄子さん

「チームワークで楽しくやりがいのある酪農

経営を目指して」

千葉澄子さん

千葉さんは、昭和６０年に

結婚を契機に埼玉県の非農

家から酪農に従事した。現

在の経営概要は、経産牛

２２３頭、育成牛２１２頭、飼料

畑２２２ha（うちデントコーン４２ha、牧草１８０

ha）の粗飼料自給率９８％の牧場である。

千葉牧場の特色は、この優位な飼料畑を土

壌分析などで適確に管理した低コストで良質

な自給飼料利用による多頭数・高泌乳経営で

ある。とはいえ、経営破綻ともいえる状況か

らの再建過程での遵守事項、経営管理（北海

道のクミカン活用）、乳飼比３５％以下、年間

１００頭の後継牛確保は、経営で必要になる「具

体的行動目標」として注目すべき点である。

平成１５年、２９年、３０年にフリーストール牛

舎、哺育舎、乾乳舎、ロータリーパーラーな

どの投資を行い、作業条件を整備した。今後

１０年を見据えた投資であり、現在の２０００t か

ら３０００t 出荷体制を目指すものであった。

千葉さんは、北海道指導農業士、JA監事

をはじめ、女性カレッジの塾長として活躍す

る一方、後継者夫婦、それを支える従業員と

ともにゆとりある経営の模索を続け、本年度

法人化を計画している。自己の経営にとどま

らない、地域女性の地位向上などへの一層の

活躍を期待する。

〇関東甲信越酪農青年女性会議代表・米山淳

史さん（茨城県）
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「チャレンジ!!常に前へ！―良質な自給飼料

の二毛作で高泌乳を目指す―」

米山淳史さん

米山さんは、平成１６年酪

農ヘルパー経験後、戦後開

拓からの酪農経営に就農し

た。現在の経営概要は、経

産牛５５頭、育成牛３６頭、飼

料畑１５ha（うちデントコーン１５ha、裏作大

麦１２ha）の粗飼料自給率６４％の牧場である。

平成３０年にキャリロボ、固定式ミキサーの

導入などにより作業効率の向上を図ってい

る。また、それまでの牛舎投資などは手作り

がほとんどで、コスト削減が図られている。

この機械化による省力・効率化とともに、裏

作大麦をサイレージ調製することにより粗飼

料自給率を高めていること、良質自給飼料給

与と牛群検定やコンサルタントを利用した月

１回の繁殖検診により繁殖成績の向上を図っ

ていることが、特徴である。

今後は、増頭ではなくNTPの高い乳群改

良に努め、より効率的な酪農経営を目標とし

て設定している。作業効率を見直し、夫婦労

働を基本に、「２人でやれる酪農経営の実現」

に期待している。

〇東北酪農青年女性会議代表・安齋洋志さん

（福島県）

「我が家の更なる飛躍を目指す効率酪農経営」

安齋さんは、平成１５年に祖父の代から始め

た酪農経営に就農した。現在の経営概要は、

経産牛４２頭、育成牛３６頭、飼料畑１５ha（う

ちデントコーン４．４ha、牧草１０ha）の粗飼料

自給率４２％の牧場である。

粗飼料生産では自給飼料

生産組合により共同生産を

行うとともに、稲WCSも

活用し、国産粗飼料利用を

重視した酪農経営が行われ

ている。この飼料の効率的な利用を図るた

め、平成３０年に自動給餌機、サイレージス

トッカーを導入し、多回給与を行い、省力化

を図るとともに乳量向上を実現している。こ

の飼料設計や経営管理において「全酪連をは

じめ関連支援組織との協調や利用」が行われ

ていることも特徴となっている。

今後は TMRセンター設立が予定されてお

り、国産粗飼料生産を重視しながら、地域が

一体となったさらなる効率的な酪農経営の展

開が期待される。

〇西日本酪農青年女性会議代表・古川善久さ

ん（徳島県）

「『三つのゆとり』で地域と歩む山地酪農」

古川善久さん

古川さんは、平成１７年に

父親が急逝されたことを契

機に就農。現在の経営概要

は、経産牛４４頭、育成牛１４

頭、飼料畑１２ha（うちデ

ントコーン・イタリアンライグラス８ha、稲

WCS４ha）の粗飼料自給率６８％の牧場である。

標高６００mの山間地に立地しているが、７

戸の管理組合で河川敷２４ha の粗飼料生産を

行い、高い粗飼料自給率を実現している。平

成１８年に６０床牛舎、バルククーラー、自動給

餌機などの投資を行い、労働負担の軽減を図

るとともに、外国人技能実習生の受け入れに

安齋洋志さん
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も取り組んでいる。

突然の就農であったことが、基礎的な酪農

の飼養管理技術の見直しを必要とさせ、観察

に基づき給水の改善、牛床マットへの配慮、

換気などへの気遣いにより「健康な牛」を目

指した飼料管理が行われている。

家族そろっての勉強会参加という経験を踏

まえ、技能実習生への飼養管理技術指導に努

力している。現在、乾乳牛舎を建設してお

り、施設整備により信条とする経済、労力、

精神の「３つのゆとり」を目指した、本牛舎

６０床の有効活用による増頭が期待される。

〇中部酪農青年女性会議代表・近藤貴幹さん

（愛知県）

「社会情勢の変化に対応した継続的な酪農経

営を目指して」

近藤貴幹さん

近藤さんは、平成１４年に

酪農実習経験後に就農し、

平成２９年に法人化し代表取

締役に就任した。現在の経

営概要は、経産牛２１４頭、

育成牛１０９頭、飼料畑はないため粗飼料自給

率０％の牧場である。しかし、都市近郊に立

地することから、各種かす類を活用した発酵

飼料生産を行い販売も行っている。

都市近郊という立地は、牛舎環境の整備に

特段の対応を求められるが、環境衛生面への

実践が行われている。副産物利用も飼料自給

率の向上であるとの考えを持った発酵飼料生

産、作業のマニュアル化や勉強会参加を通じ

て従業員に長く働いてもらう雇用管理などが

特徴となっている。

今後、さらなる拡大計画を有しており、労

働も楽で、考えながらの「楽脳」の実践とい

う、都市近郊立地を生かした酪農の方向を示

す取り組みとして期待される。

〇九州酪農青年女性会議代表・農事組合法人

霧島第一牧場・池田雄太さん（鹿児島県）

「経営危機を乗り越えて」

池田雄太さん

池田さんは、昭和４５年に

国のパイロット事業地の払

い下げを受けスタートした

農事組合法人に就業し、現

在牧場長として農場運営を

行っている。現在の経営概要は、経産牛１５６

頭、育成牛１４６頭、飼料畑８３ha（うち牧草７４

ha、野草地９ha）の粗飼料自給率４６％の牧

場である。

多大な負債を抱えたこともあったが、良質

自給飼料生産、飼料設計、定期的な削蹄や繁

殖検診により、良好な飼養管理成績を実現

し、経営再建を成し遂げた。現在、経産牛１

頭当たり１万２０００㎏の乳量をあげるととも

に、体細胞数年間平均９万／ml という良好

な乳質を誇り、「低コスト」で「高い収益」

を実現している。また、法人経営として、従

業員の労働条件、福利厚生の改善に取り組

み、雇用環境の整備を進めてきた。

現在、搾乳ロボットの導入、フリーストー

ル牛舎の建設を進め、鹿児島大学とスマート

農業の実証研究に取り組む計画であり、今後

の大規模酪農経営の方向性を考える取り組み

として期待する。
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畜産データボックス畜産データボックス

全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国

・四国
九州
・沖縄

純 粋 種 頭数 ８，０３７ １，８７６ ２，３５７ ３２４ ７９５ ５７ ３８９ ２，２３９
割合（％） ８４．２ ７３．５ ９２．３ ９７．３ ８６．０ ９８．３ ６５．６ ８８．４

交 雑 種 頭数 １，５１０ ６７７ １９７ ９ １２９ １ ２０４ ２９３
割合（％） １５．８ ２６．５ ７．７ ２．７ １４．０ １．７ ３４．４ １１．６

合 計 頭数 ９，５４７ ２，５５３ ２，５５４ ３３３ ９２４ ５８ ５９３ ２，５３２
割合（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

地域別割合 （％） １００．０ ２６．７ ２６．８ ３．５ ９．７ ０．６ ６．２ ２６．５

全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国

・四国
九州
・沖縄

１回 ５．６ ３．３ ８．８ ５．１ ４．９ ７．７ ５．８ ３．５
２～３回 ９３．２ ９６．７ ８９．４ ９４．９ ９３．８ ７６．９ ９４．２ ９５．１
４回以上 １．２ ０．０ １．８ ０．０ １．２ １５．４ ０．０ １．４
不明 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

平成３０年度養豚農業実態調査全国集計結果から
②種雄豚、交配、肉豚出荷

調査回答状況

回答は平成３０年８月１日現在確認できてい
る養豚生産者を対象（３２４０件（前年度調査に
おいて調査票を配布し、回答がなくても廃業
報告がなされなかった者を含む））に調査を

実施した。回答が得られた８７５件のうち、経
営中止、休業等の無効回答および廃業を除い
た８２０経営体について全国、地域別、子取り
用雌豚頭数規模別等で集計・分析した。

●種雄豚について
種雄豚飼養頭数（地域別） n＝６６２

① 平成３０年度の豚の全体頭数は９５４７頭（前
月号参照）で、前年の１万６６６頭から約
１０．５％減となっている。純粋種の総頭数
は８０３７頭、最も多く利用されているのは
デュロックの６０８４頭で純粋種の約７５．７％

を占める。
② 地域別では、種雄豚が多いのは「関東」

２５５４頭、「北 海 道・東 北」２５５３頭、「九
州・沖縄」２５３２頭の順で、この地域で全
体の約８０％を占めている。

●交配について
（１）交配実施回数（地域別） 単位：％、n＝７３６

① 発情期の基本交配回数は「２～３回」が
９３．２％と最も多く、次いで「１回」の
５．６％である。

② 地域別でみても、ほぼ同様な傾向にあ
る。２～３回の交配回数が最もスタン
ダードな方法といえる。
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全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・

四国
九州・
沖縄

自然交配のみ ２７．０ １８．６ ２７．９ ２５．０ ３２．１ ７．７ ２３．１ ３７．１

人
工
授
精

自然交配が主、人工授精が従 ２７．２ ３０．１ ２９．２ ４０．０ ２３．５ ５３．８ ３０．８ １５．４
人工授精を主、自然交配が従 １６．８ １６．９ １６．４ １７．５ １９．８ １５．４ １９．２ １４．７
人工授精のみ ２９．０ ３４．４ ２６．５ １７．５ ２４．７ ２３．１ ２６．９ ３２．９
小計 ７３．０ ８１．４ ７２．１ ７５．０ ６７．９ ９２．３ ７６．９ ６２．９

全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・

四国
九州・
沖縄

自然交配のみで交配 （％） ３４．８ ２８．３ ３５．４ ４０．３ ３８．１ ２６．１ ３４．７ ４０．１
自然交配と人工授精を併用（％） ２７．４ ２８．３ ２８．５ ３０．６ ２９．５ ３９．１ ２７．８ １９．８
人工授精のみで交配 （％） ３７．８ ４３．４ ３６．１ ２９．１ ３２．４ ３４．８ ３７．５ ４０．１

全体 １～１９頭 ２０～４９頭 ５０～９９頭 １００～
１９９頭

２００～
４９９頭

５００～
９９９頭

１，０００頭
～

全て自家産＊ ２８．８ ６．９ １４．３ １１．６ ２２．９ ３２．４ ４２．９ ４９．２
全て外部＊＊から導入 ５５．２ ８６．２ ６８．６ ８２．６ ６１．５ ５１．０ ３７．６ ２５．４
自家産と外部導入の併用 １６．０ ６．９ １７．１ ５．８ １５．６ １６．６ １９．５ ２５．４
＊同一経営の別農場も含む ＊＊都道府県試験場、民間人工授精所等

（２）交配方法並びに交配別子取り用雌豚の比率（地域別）
〔１〕交配実施方法（地域別） 単位：％、n＝７３８

〔２〕交配別の子取り用雌豚の比率（地域別） 単位：％、n＝７１２

① 人工授精の実施経営体割合は７３．０％で、
前年より１．４％増、「人工授精のみ」の割
合は２９．０％で、同様に３．８％増となって
いる。人工授精の導入率が高くなってい
ることがうかがえる。

② 地域別では、「近畿」が９２．３％と最も高
く、「東海」が６７．９％と最も低い。

③ 人工授精実施農場における深部注入の実
施状況としては、「全て深部注入」
２４．３％、「深部注入と通常の人工授精を

併用」２４．９％で、合わせて４９．２％の農場
が深部注入を実施している。全て深部注
入で行っている率の最も高い地域は、
「九州・沖縄」の２９．１％、次いで「北海
道・東北」の２８．９％となっている。

④ 逆に、最も深部注入を行っていない地域
は「北陸」で１６．７％。「通常の人工授精
と併用」２１．５％と合わせても３８．２％にと
どまっている。

（３）精液
精液の導入方法（子取り用雌豚飼養規模別） 単位：％、n＝５１４
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回答数 頭数合計 １経営当たり
平均頭数

年間肉豚出荷頭数 ７７４ ６，０７０，５６２ ７，８４３．１

繁殖豚（雄、雌）年間廃用頭数 ６６６ １３３，７８３ ２００．９

年間肉用子豚出荷（同一経営の農場間移動を含む）
頭数 １７２ １，７６０，３６５ １０，２３４．７

種豚候補豚（純粋・F１等）の出荷（同一経営の農
場間移動含む）頭数 １５３ １０９，９６３ ７１８．７

回答数 回答割合（％） 頭数 頭数割合（％）
１～３９９頭 １００ １２．９ １４，９０５ ０．２
４００～９９９頭 ９０ １１．６ ６０，８５３ １．０
１，０００～１，９９９頭 １２１ １５．６ １７１，６４２ ２．８
２，０００～３，９９９頭 １４９ １９．３ ４０９，９０３ ６．８
４，０００～９，９９９頭 １６０ ２０．７ ９９４，３３４ １６．４
１０，０００～１９，９９９頭 ８３ １０．７ １，０９７，８５０ １８．１
２０，０００頭以上 ７１ ９．２ ３，３２１，０７５ ５４．７
合計 ７７４ １００．０ ６，０７０，５６２ １００．０

① 精液の入手方法は、子取り用雌豚規模別
でみると「全て自家産」が「１０００頭～」
で４９．２％と最も高く、「全て外部から導

入」が「１～１９頭」で８９．３％と最も高い。
② 規模が大きいほど、自家産の割合が増加

している。
●肉豚出荷について
（１）総出荷頭数（全国） n＝７９４

① 総出荷頭数は、肉豚出荷のほか、繁殖豚
（子取り用雌豚・雄豚）の廃用、子豚出
荷（販売などのほか、同一経営の農場間
移動も含む）、種豚候補豚の出荷など、
農場から外部に出荷したすべての豚の頭
数を調べたものである。

② 肉豚を出荷している経営体は７７４経営体。

年間（平成２９年１～１２月）の肉豚出荷頭
数は６０７万５６２頭で、１経営体当たり平均
７８４３．１頭である。

③ 子豚を出荷している経営体は１７２経営体。
年間（平成２９年１～１２月）の総出荷頭数
は１７６万３６５頭で、１経営体当たり平均１
万２３４．７頭である。

（２）年間肉豚出荷頭数（全国） n＝７７４

① 年間肉豚出荷頭数を出荷規模別でみる
と、４０００～９９９９頭の経営体数割合（回答
割合）が２０．７％と最も高く、次いで２０００～
３９９９頭が１９．３％、１０００～１９９９頭が１５．６％
となっている。

② 一方、頭数割合では、２万頭以上が５４．７％、
１万～１万９９９９頭が１８．１％、４０００～９９９９頭
が１６．４％で、この３階層の経営体（４０．６％）
で出荷頭数の８９．２％を占めている。
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全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・

四国
九州・
沖縄

肉豚出荷日齢平均＊（日齢） １８４．３ １７８．１ １８３．６ １７４．４ １８２．０ １９２．８ １８０．８ １９７．４

肉豚出荷生体重平均（㎏） １１４．９ １１６．１ １１４．８ １１４．９ １１３．２ １１８．１ １１５．５ １１３．８

肉豚１頭当たり （㎏）枝肉重量平均 ７５．２ ７５．８ ７５．６ ７５．１ ７４．４ ７８．６ ７４．７ ７４．１

１日平均増体重＊＊（g／日） ６３４．３ ６６４．９ ６２８．７ ６６４．４ ６４３．９ ６２１．３ ６４２．０ ５９０．６

＊生後日数 ＊＊出荷生体重÷出荷日齢

全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・

四国
九州・
沖縄

格付している
回答割合（％） ９５．０ ９７．０ ９３．９ １００．０ ９７．１ １００．０ ９６．０ ９０．８
平均格付率（％） ９７．５ ９８．６ ９６．８ ９９．９ ９７．７ １００．０ ９４．４ ９６．９

・日格協の格
付

回答割合（％） ８５．１ ９２．１ ７５．６ ９７．４ ９１．２ １００．０ ９２．０ ７９．２
平均格付率（％） ９１．９ ９５．７ ８６．１ ９８．２ ８９．０ １００．０ ９４．１ ９２．２

・自主格付
回答割合（％） １９．４ ８．５ ３５．０ ７．９ ２０．６ ０．０ ４．０ ２０．８
平均格付率（％） ７３．９ ８１．１ ７３．６ ８８．４ ６６．７ ０．０ １００．０ ７１．３

格付していな
い

回答割合（％） ８．３ ６．１ ９．６ ０．０ ５．９ ０．０ １０．０ １３．１
平均非格付率（％） ７９．５ ８９．８ ７７．５ ０．０ ７７．５ ０．０ ８４．１ ７４．９

（３）豚肉出荷日齢（地域別） n＝７３８

① 肉豚の平均出荷時日齢は１８４．３日で、前
年から約１．４日短くなっている。出荷時
の生体重は１１４．９kg で前年比０．８kg 増、
平均枝肉重量は７５．２kg で同０．１kg 増と
なっている。１日平均増体量は、６４９．１g
で同１５．１g増えており、発育は早くなっ
たが、歩留まりに大きな変化はない。

② 地域別でみると、出荷日齢では「九州・
沖縄」の１９７．４日が最も長い。これは、

主産地である鹿児島県において飼養日数
の長いバークシャーの頭数が多いことが
影響していると思われる。

③ 出荷日齢が最も短いのは「北陸」の１７４．４
日、１日平均増体量が最も大きいのは
「北海道・東北」の６６４．９kg だった。出
荷時の生体重が最も大きいのは「近畿」
の１１８．１kg で、枝肉重量が最も大きいの
も「近畿」の７８．６kg である。

（４）格付け実施率（地域別） n＝６６４

① 肉豚の格付方法については、単一の格付
方法を用いている経営体と複数の格付方
法を用いている経営体があるが、格付方
法を延べ経営体数でみると、「格付して
いる」肉豚を有する経営体は９５．０％で、

そのうち「日格協（日本食肉格付協会）
の格付」は８５．１％、「自主格付」は１９．４％
である。

② 平均上物率は全国で５３．３％、最も高い地
域は「九州・沖縄」の６２．５％だった。
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肉用牛１頭当たりの交付金単価
平成３１年４月確定値 令和元年５月確定値 令和元年６月確定値

交雑種 － － －
乳用種 ４２，７２２．１円 ３０，８０６．１円 ３１，０２９．３円

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

算出の区域
肉用牛１頭当たりの交付金単価

平成３１年４月
確定値（概算払）

令和元年５月
確定値（概算払）

令和元年６月
確定値

平成３１年４月
確定値（概算払）

令和元年５月
確定値（概算払）

令和元年６月
確定値

北海道 － ３１，５７２．９円 １５，５７９．９円 石川県 － － －
青森県 － ６，４３３．２円 － 福井県 － － －

岩手県
（日本短角種を除く）

－ － －
愛知県 － － －
鳥取県 － － －

岩手県
（日本短角種）

－ － －
島根県 － １０，８９０．９円 －
岡山県 － － －

宮城県 － － － 広島県 － ５，４４４．１円 ４，０１４．０円
秋田県 － － － 山口県 － － －
福島県 － １７，０６６．７円 － 香川県 － － －
茨城県 － － － 愛媛県 － － －
栃木県 － － － 福岡県 － ２８，２８８．８円 ２５，１２１．７円
群馬県 － － － 佐賀県 － － －
埼玉県 － － － 長崎県 － ５，８７７．９円 －
千葉県 － － － 熊本県 － ５，８８６．０円 －
神奈川県 － － － 大分県 － ３１，６８９．０円 ５０，０１３．０円
山梨県 ２１，２８５．９円 １１４，４２９．６円 ８９，１０３．６円 宮崎県 － － －
長野県 － － － 鹿児島県 － － －
静岡県 － － － 沖縄県 － － －
新潟県 － ４，７３８．５円 － 二以上の

都道府県の区域 － － －
富山県 － － －

（表１）肉専用種の交付金単価

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価

各種補塡金・交付金単価の公表について

１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）の交付金〔平成31年４月・令和元年５・６月分〕

（独）農畜産業振興機構は、平成３１年４月・令和元年５・６月に販売された交付対象牛に適用
する畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定する交付金につ
いて、肉用牛肥育経営安定交付金交付要綱（平成３０年１２月２６日付け３０農畜機第５２５１号）第４の６
（１）～（４）の規定に基づき交付金単価（確定値）を表１および表２の通り公表しました。
なお、平成３１年４月・令和元年５・６月に販売された交付対象牛に適用する同要綱第４の８の精

算払の額については、下記の確定値により算出された交付金の額と概算払額との差額になります。
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お問い合わせ先 ▼ 中央畜産会 経営支援部（情報）公　　益
社団法人 TEL 03-6206-0846

農場HACCP様式集
　中央畜産会では、農場HACCPに取り組む関係者の養成を図るため、農場での構築指
導を担う農場指導員を養成する農場指導員養成研修及び審査員養成研修を実施し、これ
までそれぞれ2,435名、716名が受講しています。また、平成30年7月には200を超える
農場が農場HACCPの認証を取得しています。そして、これらの認証取得支援及び認証審
査を通じて多くのノウハウが蓄積されてきました。
　このノウハウを基に、今後農場HACCPの認証を目指す畜産農家の円滑な構築活動の一
助とするため、農場HACCPの文書・記録に関する様式集を刊行しました。

図書のご案内

A4判152ページ

黒毛和種 褐毛和種 その他の
肉専用種 乳用種 交雑種

保証基準価格 ５３１，０００ ４８９，０００ ３１４，０００ １６１，０００ ２６９，０００
合理化目標価格 ４２１，０００ ３８８，０００ ２４９，０００ １０８，０００ ２１２，０００
令和元年度
第１四半期

平均売買価格 ７８１，５００ ５４７，７００ ２８０，８００ ２３９，１００ ４４７，４００
補給金単価 － － ３３，２００ － －

（表３）肉用子牛の平均売買価格について 単位：円／頭

算出期間 平成３１年４月から令和元年６月まで

肉豚１頭当たりの標準的販売価格 ３９，６５０円／頭（①）

肉豚１頭当たりの標準的生産費 ３４，０８０円／頭（②）

肉豚１頭当たりの交付金単価（参考） － （①＞②のため交付なし）

（表４）肉豚経営安定交付金単価について

２．肉用子牛の平均売買価格〔令和元年度第１四半期〕

農林水産省は、令和元年７月２３日官報で、肉用子牛生産安定等特別措置法（昭和６３年法律第９８
号）に基づく肉用子牛生産者補給金制度の令和元年度第１四半期（平成３１年４月から令和元年６
月まで）の平均売買価格および補給金単価を表３の通り公表しました。
令和元度第１四半期においては、「その他の肉専用種」について、生産者補給金が交付される

こととなりました。

３．肉豚経営安定交付金（豚マルキン）【令和元年度第１四半期】

（独）農畜産業振興機構は、平成３１年４月から令和元年６月までの算出期間（令和元年度第１
四半期）における、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定
する交付金について、肉豚経営安定交付金交付要綱第４の５の（１）の規定により算出した標準
的販売価格および同（２）の規定により算出した標準的生産費を表４の通り公表しました。
前者が後者を上回ったことから、同規定により交付はありません。
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